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はじめに 

 

1．本企画レポートの目的 

日本企業が海外において生産拠点を設置する際や自社が保有する製品・システム・ソリューションを輸出展

開する際において、必ず課題となってくるのが各国の環境関連の規制・動向の把握である。排ガスを伴う製品

やソリューションを輸出する場合は排ガス規制や大気汚染防止関連の法規制の把握が必要になり、また排水

を伴う製品やソリューションを輸出する場合は排水規制、水質汚濁防止関連の法規制の把握が必要となる。

ただし、海外各国における環境関連の法規制は情報の所在が散在しているうえに、複雑かつ流動的であるこ

とから、それらの情報を一元的・体系的に把握するのは困難であり、多くの日系企業が海外進出を計画するに

あたって最初の直面する障壁の一つとなっている。 

このような背景のもと、本調査レポートでは、発展著しいアジア諸国ならびに環境対策で世界を先行する欧

州、ならびにアメリカを対象に、①各種環境規制を管轄している担当省庁がどこなのか、といった行政の構造を

把握した上で、②具体的な法規制とその概要を体系的に把握し、③さらには変化が著しい法規制の動向に

関する情報を収集し、整理分析することで、日系企業が海外進出を計画する上で必要となる基礎情報を提

供するものである。 

 

２．調査項目 

１．環境規制に関わる組織・法規の構造的な把握 

∙ 環境規制に係る関連省庁及びその役割を把握しながら、体系的にとりまとめる。 

∙ 法律の構造的な把握を行う（各法律の位置づけなど）。 

２．関連法規の把握 

∙ 各国で生産活動を行う上で必要となる法規情報（水質汚濁、大気汚染、廃棄物処理）を把握。 

∙ 産業別の具体的な規制値などは、レポート中に詳細を記載する形ではなく、詳細情報の所在を示し

個別に確認できるようにする。 

３．環境規制動向の体系的な把握 

∙ 上記法規に関連した、近年注目されている社会的課題に関する動向を体系的に把握。 

∙ 大気汚染であれば自動車排ガス、廃棄物処理であればプラスチックごみ問題や食品ロス問題など。 

∙ なお、規制動向に関連し、関連産業における外資参入の推奨情報等があれば、併せて掲載する。 

 

３．調査対象国 

アジア諸国 欧米 

• 中国 
• マレーシア 
• シンガポール 
• タイ 

• フィリピン 
• インドネシア 
• ベトナム 
• インド 

• EU（ドイツ、フランスなどの主要国の個別情報も一部含む） 
• 米国（カリフォルニア州などの個別情報も一部含む） 
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１．組織体制 

 

１－１．管轄省庁 

 

◆MoEF&CC が管轄省庁で、CPCB が規制・政策の規定を行い、SPCB が規制を執行 

 

 

 

 

 

 

 

インドにおける環境保護に関する管轄省庁は、MoEF&CC1(Ministry of Environment, Forest and 

Climate Change)である。環境保護に関する法律や規則を制定する機能を有する。 

CPCB(Central Pollution Control Board)は MoEF&CC の下部組織であり、MoEF&CC と連携して

規制・政策の規定を行う。 

SPCB(State Pollution Control Board)は、CPCB が規定した規制・政策に沿って、実際に法規制の

執行を行う機関である。排出拠点は、SPCB に環境報告書を提出する必要がある。 

 

１－２．法体系 

 

◆Law/Act が法律で、それに基づき Rule で細則を定める  

  

 
1 MoEF&CC URL: http://moef.gov.in/ 

組織 役割 

MoEF&CC 
Ministry of Environment, Forest and Climate Change 

∙ 管轄省庁 

CPCB 
Central Pollution Control Board 

∙ MoEF&CC の下部組織 
∙ 規制・政策の規定 

SPCB 
State Pollution Control Board 

∙ 州レベルの組織 
∙ 環境法規制の執行 

組織 役割 例 

Law,Act 
（法） 

国会で承認された法律。 
The Environment (Protection) Act, 1986  
The Water (Prevention and Control of Pollution) Act, 1974 
The Air (Prevention and Control of Pollution) Act, 1981 

 Rules 
（規則） 

法 に 基 づいて、 政府 機 関
(省)が細則を定 めたもの。  

The Water (Prevention and Control of Pollution) Rules, 1975 
The Air (Prevention and Control of Pollution) Rules, 1982 

Notification 
（通達） 

規則の実施手続き、運用の
手順を定めた もの。 

 

MoEF&CC 

CPCB 

CPCB 地方事務所 

中央政府 

その他省庁 地方政府 

SPCB 

サンプル 

サンプル 

http://moef.gov.in/
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２．関連法規一覧 

 

２－１．環境法規一覧 

主要な環境法規は以下の通り。 

 

 

  

種類 法、規則 趣旨・記載内容 関連 URL 

基本法 Act 

The Environment (Protection) Act, 1986  ✓ 基本法。 

✓ 環境汚染の防止、管理のため

の中央政府の責任が規定。 

http://moef.gov.in/wp-c

ontent/uploads/2017/06

/eprotect_act_1986.pdf 

水質 

汚濁 

Act 
The Water (Prevention and Control of 

Pollution) Act, 1974 
✓ 水質汚染の防止、管理及び水

質の向上を目的としている 

✓ 水汚染の管理のため CPCB お

よび SPCB を設立し、それぞれ

に権限を与えている 

✓ 当該局の許可なしで排水の公

共水域等への放流を禁止。 

✓  

Rule 
The Water (Prevention and Control of 

Pollution) Rules, 1975 
 

基準 

Environment Standards for Common 

Effluent Treatment Plants 

✓ 一般的な排水処理プラント向

けの基準 

http://moef.gov.in/wp-c

ontent/uploads/2017/08
/CETP_Gazette.pdf 

 

✓ 様々な産業別に基準が設定さ

れている。 

✓ 右記 URL で産業別基準を確

認できる。 

・MoEF&CC 
http://moef.gov.in/rules
-and-regulations/enviro

nment-protection/enviro

nmental-standards/ 
 

・CPCB 
https://cpcb.nic.in/efflue

nt-emission/ 

大気 

汚染 

Act 
The Air (Prevention and Control of 

Pollution) Act, 1981 

✓ 大気汚染の防止、管理及び影

響緩和の促進を目的。 

✓ CPCB および SPCB に大気法

が目標とする事項の達成のため

の権限を付与 

✓ 大気汚染物質を放出する施設

に SPCB からの許可取得の義

務 

✓  

Rule 
The Air (Prevention and Control of 

Pollution) Rules, 1982 
 

基準 

Air Quality Standards ✓ 大気基準。 
https://cpcb.nic.in/uploa

ds/National_Ambient_Ai

r_Quality_Standards.pdf 

 

✓ 様々な産業別に基準が設定さ

れている。 

✓ 右記 URL で産業別基準を確

認できる。 

・MoEF&CC 
http://moef.gov.in/rules
-and-regulations/enviro

nment-protection/enviro

nmental-standards/ 
 

・CPCB 
https://cpcb.nic.in/efflu

ent-emission/ 

廃棄物 

処理 
Rule Solid Waste Management Rules 2016 

✓ 固形廃棄物の処理ルール。 

✓ その他、廃棄物の種類によって

複数のルールが存在する。 

 

サンプル 

http://moef.gov.in/wp-content/uploads/2017/06/eprotect_act_1986.pdf
http://moef.gov.in/wp-content/uploads/2017/06/eprotect_act_1986.pdf
http://moef.gov.in/wp-content/uploads/2017/06/eprotect_act_1986.pdf
http://moef.gov.in/wp-content/uploads/2017/08/CETP_Gazette.pdf
http://moef.gov.in/wp-content/uploads/2017/08/CETP_Gazette.pdf
http://moef.gov.in/wp-content/uploads/2017/08/CETP_Gazette.pdf
http://moef.gov.in/rules-and-regulations/environment-protection/environmental-standards/
http://moef.gov.in/rules-and-regulations/environment-protection/environmental-standards/
http://moef.gov.in/rules-and-regulations/environment-protection/environmental-standards/
http://moef.gov.in/rules-and-regulations/environment-protection/environmental-standards/
https://cpcb.nic.in/effluent-emission/
https://cpcb.nic.in/effluent-emission/
https://cpcb.nic.in/uploads/National_Ambient_Air_Quality_Standards.pdf
https://cpcb.nic.in/uploads/National_Ambient_Air_Quality_Standards.pdf
https://cpcb.nic.in/uploads/National_Ambient_Air_Quality_Standards.pdf
http://moef.gov.in/rules-and-regulations/environment-protection/environmental-standards/
http://moef.gov.in/rules-and-regulations/environment-protection/environmental-standards/
http://moef.gov.in/rules-and-regulations/environment-protection/environmental-standards/
http://moef.gov.in/rules-and-regulations/environment-protection/environmental-standards/
https://cpcb.nic.in/effluent-emission/
https://cpcb.nic.in/effluent-emission/
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２－２．環境法規関連詳細情報 

 

CPCB において提示されている産業別・物資別の環境基準は以下の通り。 

Source：CPCB2 

 

 

廃棄物の処理ルールは、以下の通り、廃棄物の種類（固形廃棄物、有害廃棄物、バイオ・医療廃棄物、

プラスチック廃棄物、電子機器廃棄物、建築廃棄物）によって分かれている。 

 

Solid Waste Management Rules 2016 

Hazardous and Other Wastes (Management and Transboundary Movement) Rules, 2016 

Bio-Medical Waste Management Rules 2016 

Plastic Waste Management Rules 2016 

E-Waste (Management) Rules 2016 

Batteries (Management & Handling) Rules 2001 

Construction and Demolition Waste Management Rules 2016 

Source：India Code3 

 

  

 
2 CPCB URL：https://cpcb.nic.in/effluent-emission/ 
3 India Code URL: 
https://indiacode.nic.in/handle/123456789/1876?view_type=browse&sam_handle=123456789/1362 

苛性ソーダ産業 

人工繊維（合成） 

石油精製所 

砂糖産業 

火力発電所 

綿織物産業（複合および加工） 

染料および染料中間産業 

電気めっき産業 

セメント工場 

砕石ユニット 

合成ゴム 

パルプ・製紙工業 

発酵産業（蒸留酒製造所、製麦所、醸

造所） 

肥料産業 

炭化カルシウム 

カーボンブラック 

銅、鉛、亜鉛製錬 

硝酸（窒素酸化物） 

硫酸プラント 

鉄鋼 

アスベスト製造ユニット 

苛性ソーダ 

再加熱（残響）炉 

鋳物［鋳造］工場 

小型ボイラー 

コーヒー産業 

アルミニウム工場 

石破砕ユニット 

石油化学（基本および中間体） 

ホテル産業 

農薬製造および製剤産業 

皮なめし工場 

塗料産業 

無機化学工業（排水） 

地金精製（廃水排出） 

ガラス産業 

石灰釜 

食肉処理場、肉およびシーフード産業 

食品および果物加工産業 

ジュート加工産業 

乳製品 

バガス燃焼ボイラー 

セラミック産業 

澱粉産業 

コークス炉 

練炭産業（石炭） 

ソフトコークス工業 

食用油とバナスパティ産業 

有機化学薬品製造業 

製粉機、穀物処理、水田処理、パルス

製造または粉砕機 

石油掘削およびガス抽出産業 

製薬（製造および製剤）業界 

レンガ窯 

ソーダ灰産業 

バッテリー製造業 

火力発電所からの復水器冷却水の排出

の温度制限 

石炭洗浄所の環境基準 

発電機セットの排出基準 

炭鉱の基準 

入浴水の水質基準 

農業廃棄物を燃料とするボイラー 

スポンジ製鉄所（ロータリーキルン） 

一般的な危険廃棄物焼却炉 

耐火物産業 

カシューシード加工産業 

石膏産業 

下水処理場 

工業用ボイラー 

ガラス産業 
サンプル 

https://cpcb.nic.in/effluent-emission/
https://indiacode.nic.in/handle/123456789/1876?view_type=browse&sam_handle=123456789/1362
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３．環境動向 

 

３－１．水質汚濁 

 

◆2018 年に MoEF&CC が火力発電所（TPP）の環境基準を改定 

MoEF＆CC は、2018 年、火力発電所(TPP ; Thermal Power Plants)の環境基準の改定を通知し

た4。主な修正の内容は以下の通り。 

✓ 2017 年 1 月以降に設置されたプラントの水の消費量は 3.0 ㎥/MWh を超えてはならない。 

✓ これらのプラントでは廃水排出量をゼロにしなければならない。 

✓ 上記の条件は、海水を使用しているプラントには適用されない。 

✓ これらの基準は、石炭/褐炭ベースの火力発電所に適用される。 

 

 

◆2018 年に MoEF＆CC が人工繊維産業の排出基準を改定 

MoEF＆CC は、2018 年、人工繊維産業の排水基準の改定を通知した。主な修正の内容は以下の通

り。 

✓ 処理済み排水の許容 pH 範囲は 6.0〜8.5 

✓ 浮遊固形物は、すべてのタイプの排出（内陸水、灌漑用および海洋排出用の土地）で 100mg/ l 

✓ BOD は内陸水面で 30 mg /l、灌漑や海洋排出などで 100 mg / l。 

✓ ジメチルホルムアミドやアクリロニトリルなどの揮発性有機化合物(VOC)の排出基準（アクリルファイバ

ーユニットのアクリルにのみ適用）は 50mg / Nm3 など。 

✓ 廃水生成基準と負荷/質量ベースの基準も修正された。 

 

さらに 6 つのドラフト通知が発行されており、レンガ焼き窯産業、塗装産業、コーヒー加工産業、自動車サー

ビスステーション・バスデポ、発酵産業、および皮なめ産業が含まれている。 

 

 

◆ガンジス川の汚染防止強化を目的に"The National River Ganga Bill 2018"の草案を作成 

インドではガンジス川の汚染が大きな問題として認識されており、汚染を防ぐための様々な取り組みが行わ

れている。さらに、国際援助機関による支援も行われている。 

近年の動きとしては、Ministry of Water Resources, River Development and Ganga 

Rejuvenation に よ る "The National River Ganga (Rejuvenation, Protection and 

Management) Bill 2018"の草案の作成が挙げられる5。 

そこでは Ganga Protection Corps（保護軍団）の軍隊としての規定が制定されており、Ganga 

Protection Corps は逮捕をする権限を与えられ、逮捕した人を最寄りの警察署に連行することが提案され

ている。 

  

 
4 Ministry of Environment, Forest and Climate Change, Annual Report 2018-2019 URL: 

http://moef.gov.in/wp-content/uploads/2019/08/Annual-Report-2018-19-English.pdf 
5 Press Information Bureau Government of India URL: 
https://pib.gov.in/Pressreleaseshare.aspx?PRID=1562547 

サンプル 

サンプル 

サンプル 

http://moef.gov.in/wp-content/uploads/2019/08/Annual-Report-2018-19-English.pdf
https://pib.gov.in/Pressreleaseshare.aspx?PRID=1562547
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３－２．大気汚染 

 

３－２－１．自動車 

 

◆MoRTH が自動車の排ガス規制「Bharat Stage Emission Standard」を強化 

Ministry of Road Transport and Highways (MoRTH)は、自動車の排ガス規制基準である

「Bharat Stage Emission Standard」の強化を進めている。 

今まで、Bharat Stage(BS)3,4,6 と進んできており、Stage の数が増えるほど基準値が厳しくなっている。

BS6 は 2020 年に導入され、”EURO 6”（EU で 2020 年に導入予定）と同等の厳しい内容となっている。 

 

 

◆乗用車は NOx の排出規制値につき 60mg/km 以下に 

BS6 は、自動車の排出量からの粒子状物質(PM)と窒素酸化物(NOx)の削減に焦点を当てている。 

BS6 における NOx の排出規制値は、乗用車においてはおよそ 0.06g/km 以下にする必要があり、BS4 と

比べると約 25%の削減が求められている。 

 

●NOｘ排出量規制の変遷 

 NOx(g/km) 

BSIII 0.15 

BSIV 0.08 

BSVI 0.06 

Source:PIB 資料を基に弊社作成6。 https://morth.nic.in/sites/default/files/AIS_137_%28Part_4%29_regarding_BS_VI_Emission_Norms.pdf   に原案 

※Source：ICCT7 も確認 

◆DHI が電気自動車普及促進のために購入を補助する NEMMP や FAME を実施 

DHI(Department of Heavy Industry) が 、電 気 自動 車普 及 を 目 的と して 、2012 年よ り

NEMMP8(National Electric Mobility Mission Plan)を実施。ハイブリッド車/電気自動車の販売を促進

するためにインセンティブを提供し、2020 年までに 600〜700 万台のハイブリッド車/電気自動車の販売を目

指した。 

2015 年からは DHI において FAME-India9(Faster Adoption and Manufacturing of (Hybrid &) 

 
6 PIB(employmentnews) URL: 
http://employmentnews.gov.in/NewEmp/MoreContentNew.aspx?n=WebExclusive&k=28 
7 2016, ICCT, “India Bharat Stage VI Emission Standards”  

https://theicct.org/sites/default/files/publications/India%20BS%20VI%20Policy%20Update%20vF.pdf 
8 NEMMP URL: https://dhi.nic.in/UserView/index?mid=1347 
9 FAME: https://fame2.heavyindustry.gov.in/ 

 2005 2010 2015 2020 

四輪車         

二輪車         

BS3 

(地域限定) 

BS3(全国) 

BS4(地域限定) 

BS4 

(全国) 

BS6 

(全国) 

BS3 BS4 BS6 

サンプル 

サンプル 

https://morth.nic.in/sites/default/files/AIS_137_%28Part_4%29_regarding_BS_VI_Emission_Norms.pdf
http://employmentnews.gov.in/NewEmp/MoreContentNew.aspx?n=WebExclusive&k=28
https://theicct.org/sites/default/files/publications/India%20BS%20VI%20Policy%20Update%20vF.pdf
https://dhi.nic.in/UserView/index?mid=1347
https://fame2.heavyindustry.gov.in/
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Electric Vehicles in India)が開始。購入補助金の給付や関連インフラ整備のための設備投資が行われて

いる。2019 年までに約 36 億ルピー（約 58 億円）の資金が投入された。 

2019 年からは第 2 フェーズである FAME II が開始。予算規模は 3 年間で 1,000 億ルピー（1,400 億

円）であり、このうち約 86％が国内の電気自動車の需要を創出するために使用される。具体的な目標として

は、7,000 台の電気バス（e バス）、50 万台の電気三輪車（e-3W）、55,000 台の電気四輪車

（Strong Hybrid 含む）（e-4W）および 100 万台の電気二輪車の需要創出が挙げられている。 

 

◆Ministry of Power が 2030 年までに 30%を電気自動車とするとアナウンス 

Ministry of Power は、2017 年、2030 年までに全ての自動車販売を電気自動車とするとアナウンスし

た。2018 年にはこの目標を訂正し、2030 年までに自動車販売の 30%以上を電気自動車とするとした。 

 なお、2019 年の段階で、インドにおける年間の自動車販売台数（二輪車、三輪車、四輪車含む）は約

2,000 万台となっているが10、電気自動車の年間販売台数は 2 万台前後11で、割合は約 0.1%となってい

る。 

  

●自動車関連政策の変遷 

 2010 2015 2020 

DHI 

 

     

Ministry of 
Power 

   

 

  

現状      

 

 

 

３－２－２．再生可能エネルギー 

 

◆再生可能エネルギーの電気容量を 2027 年までに 275GW に 

インド政府（GoI）は、2015 年に「Renewable Electricity Roadmap 203012」を示し、2022 年ま

でに、再生可能エネルギーの電力容量を 175 GW 保有すること、2030 年までに非化石燃料エネルギーの割

合を 40%にすることを目指すとした13。 175GW の内訳は、太陽光が 100GW、風力が 60 GW の風力、

 
10 The Society of Indian Automobile Manufacturers (SIAM) URL: 
http://www.siam.in/statistics.aspx?mpgid=8&pgidtrail=14 
11 Department of Heavy Industry, FAME II, URL: https://fame2.heavyindustry.gov.in/Index.aspx 
12 National Institute for Transforming India, 2015, “Report on India’s Renewable Electricity Roadmap 2030”, 

URL: https://niti.gov.in/writereaddata/files/Indias-RE-Roadmap-2030.pdf 
13 National Institute for Transforming India, “Report of the expert Group on 175GW RE by 2022” URL : 
https://niti.gov.in/writereaddata/files/175-GW-Renewable-Energy.pdf 

NEMMP 

FAME FAME II 

2017 年 

2030 年までに 
EV 販売 
100% 

2018 年 
2030 年までに 

EV 販売 
30% 

2019 年 

EV 販売 
0.1% 

サンプル 

サンプル 

サンプル 

サンプル 

http://www.siam.in/statistics.aspx?mpgid=8&pgidtrail=14
https://fame2.heavyindustry.gov.in/Index.aspx
https://niti.gov.in/writereaddata/files/Indias-RE-Roadmap-2030.pdf
https://niti.gov.in/writereaddata/files/175-GW-Renewable-Energy.pdf
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バイオマスが 10 GW、小水力が 5 GW となっている。 

2018 年には、インド政府は、再生エネルギーの電力容量を 2022 年までに 227 GW に、2027 年までに

275 GW にするという、新たな目標を発表した14。 

2019 年にニューヨークで開催された国連気候変動サミットで、インド首相は、具体的な期限を設定しない

形であるが、再生可能エネルギーの電力容量を 450 GW とするという新しい目標を発表した。 

なお、2019 年 11 月末時点で、再生可能エネルギーの電力容量は 84 GW であり、太陽光が 32 GW、

風力が約 37 GW、残りは小水力となっている。2000 年頃までは再生可能エネルギーの殆どを水力発電が

占めていたが、2000 年頃からバイオエネルギーや風力が、2010 年頃から太陽光が増えてきている15。 

                  IEA のグラフを加工し挿入。16 

 

◆MoEFCC が石炭火力に SO2、NOX、PM、および水銀の濃度を制限する基準 

2015 年に MoEFCC は、石炭火力発電所からの汚染を減らすために、石炭火力発電所の煙突排出にお

ける SO2、NOX、PM、および水銀の濃度を制限する基準を採用した。既存のプラントは、2 年以内（2017

年 12 月まで）に基準を満たす必要があった。 

石炭火力設備、総計 194GW のうち、約 150GW 分の設備（約 400 ユニット）において、対応が必要

であったが、基準を満たすことが出来ていないために、実施期限を 2022 年に延期している17。 

なお、2017 年 12 月、CEA(Center Electricity Authority)は大気質管理システムの実装ガイドライン

18を公開し、そこにおいて静電集塵器や排煙脱硫などの導入が示されている。 

 

●再生可能エネルギー関連政策の変遷 

 2010 2015 2020 

Government 

 

     

現状       

 

  

 
14 IEA, 2020, India 2020 Energy Policy Review 

https://niti.gov.in/sites/default/files/2020-01/IEA-India%202020-In-depth-EnergyPolicy_0.pdf 
15 IEA, 2020, India 2020 Energy Policy Review 

https://niti.gov.in/sites/default/files/2020-01/IEA-India%202020-In-depth-EnergyPolicy_0.pdf 
16URL: 

https://www.iea.org/data-and-statistics?country=WORLD&fuel=Energy%20supply&indicator=Total%20prim
ary%20energy%20supply%20(TPES)%20by%20source 
17 IEA, 2020, India 2020 Energy Policy Review 

https://niti.gov.in/sites/default/files/2020-01/IEA-India%202020-In-depth-EnergyPolicy_0.pdf 
18 Center Electricity Authority, “National Electricity Plan” URL: 
http://www.cea.nic.in/reports/committee/nep/nep_jan_2018.pdf 

2015 年 
2022 年に 
175GW へ 

2018 年 

2022 年に 
227GW へ 
2027 年に 

275GW へ 

2019 年 

450GW へ 
(期限なし) 

2019 年 
85GW 

サンプル 

サンプル 

サンプル 

サンプル 

https://niti.gov.in/sites/default/files/2020-01/IEA-India%202020-In-depth-EnergyPolicy_0.pdf
https://niti.gov.in/sites/default/files/2020-01/IEA-India%202020-In-depth-EnergyPolicy_0.pdf
https://www.iea.org/data-and-statistics?country=WORLD&fuel=Energy%20supply&indicator=Total%20primary%20energy%20supply%20(TPES)%20by%20source
https://www.iea.org/data-and-statistics?country=WORLD&fuel=Energy%20supply&indicator=Total%20primary%20energy%20supply%20(TPES)%20by%20source
https://niti.gov.in/sites/default/files/2020-01/IEA-India%202020-In-depth-EnergyPolicy_0.pdf
http://www.cea.nic.in/reports/committee/nep/nep_jan_2018.pdf
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３－３．廃棄物処理 

 

３－３－１．食品廃棄物 

 

◆廃棄物処理は削減・再利用（Reduction、Reuse）が優先 

 固形廃棄物の処理については、Ministry of Housing and Urban Affairs, Goverment of India

の 下 部 組 織 で あ る Central Public Health & Environmental Engineering Organisation 

(CPHEEO)が、Municipal Solid Waste Management Manual を定めている。なお同マニュアルは、

Department of Drinking Water and Sanitation, Ministry of Jal Shakti による Swachh Bharat 

Mission（公衆衛生プログラム。トイレの設置が主な目的）に沿って策定されている。 

 

✓ 発生源の削減と再利用：製品の設計、製造、包装、使用、再利用などの段階で廃棄物発生を防

ぐ。 

✓ 廃棄物のリサイクル：リサイクル可能な材料資源の回収とリサイクル。 

✓ 廃棄物から堆肥化：廃棄物を堆肥化して土壌の状態と農業生産を向上させる。 

✓ 廃棄物からエネルギーへ：熱、電気、または燃料の生産による廃棄物からのエネルギー回収。 

✓ 廃棄物処理：埋立地への廃棄。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Source：Ministry of Housing and Urban Affairs19 

 

◆食品加工・流通のインフラ開発を促進することで食品廃棄物を削減 

Ministry of Food Processing Industries (MoFPI)は、2016 年より、Pradhan Mantri Kisan 

SAMPADA Yojana (Scheme for Agro-Marine Processing and Development of 

Agro-Processing Clusters, 農業・海洋加工及び農業加工クラスター開発のためのスキーム)を実施して

いる。  

MoFPI は、農産物の利用率と付加価値の向上による農家の収入の増加、貯蔵、輸送、処理のためのイ

ンフラの開発による食品加工チェーンにおける浪費の抑制、国内外からの技術の導入、食品加工における研

究開発などに取り組んでいる。 

 
19 Ministry of Housing and Urban Affairs, 2016, “Municipal Solid Waste Management Manual” 
URL:http://cpheeo.gov.in/upload/uploadfiles/files/Part1(1).pdf 

サンプル 

サンプル 

http://cpheeo.gov.in/upload/uploadfiles/files/Part1(1).pdf
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PM Kisan SAMPADA Yojana は、農場から小売店までの効率的なサプライチェーンを備えた近代的なイ

ンフラの構築を目指す包括的なパッケージである。2016-20 年の期間に Rs. 6,000 クローレ（600 億ルピ

ー、約 850 億円）を割り当てている。具体的には、以下の取り組みを実施している。 

 

プロジェクト名 内容 

Mega Food Parks 食品加工団地の形成 

Integrated Cold Chain and 

Value Addition Infrastructure 

コールドチェーンと保存インフラ施設の提供 

Creation/ Expansion of Food 

Processing/ Preservation 

Capacities (Unit Scheme) 

廃棄物の削減につながる付加価値の付与及び処理レベルの向上を

目的とした、加工および保存能力の構築と既存の食品加工ユニットの

近代化/拡張。 

Infrastructure for 

Agro-processing Clusters 

近代的なインフラストラクチャと共通施設の開発 

Creation of Backward and 

Forward Linkages 

原材料の入手可能性と市場との連携の面でサプライチェーンのギャップ

を埋めることによって、加工食品業界に効果的かつシームレスな統合

を提供。 

Food Safety and Quality 

Assurance Infrastructure 

品質管理、品質システム、品質保証 

Human Resources and 

Institutions 

人材開発 

Operation Greens トマト、タマネギ、ポテト(TOP)のバリューチェーンの統合開発スキーム 

Source：Ministry of Food Processing Industries20を基に弊社作成 

 

●食品廃棄物関連政策の変遷 

 2010 2015 2020 

MoFPI 

 

  
 

  

現状       

 

 

３－３－２．プラスチック 

 

◆Plastic Waste Management Rule でプラスチック利用の指針定める 

プラスチックの利用に関し、”Plastic Waste Management (PWM) Rule21”において定めている。主な

内容は以下の通りである。 

∙ 未使用または再生プラスチック製のキャリーバッグは、厚さが 50 ミクロン以上でなければならない。 

∙ 廃棄物発生者は、プラスチック廃棄物をポイ捨てせず、廃棄物を分別して、料金を支払って認可機関に

引き渡さなければならない。 

 
20 Ministry of Food Processing Industries URL: https://mofpi.nic.in/Schemes/about-pmksy-scheme 
21 Ministry of Housing & urban affairs government of india, “Plastic Waste Management” URL: 
http://164.100.228.143:8080/sbm/content/writereaddata/SBM%20Plastic%20Waste%20Book.pdf 

SAMPADA 

サンプル 

サンプル 

サンプル 

https://mofpi.nic.in/Schemes/about-pmksy-scheme
http://164.100.228.143:8080/sbm/content/writereaddata/SBM%20Plastic%20Waste%20Book.pdf
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∙ グラムパンチャヤト（草の根レベルの自治体）は、農村地域での廃棄物管理と、分別、収集、保管、輸

送、確保を、運用・調整しなければならない。 

∙ 生産者、輸入業者、ブランド所有者は、地方自治体/州都市開発局と協議して、プラスチック廃棄物を

6 か月以内に回収する廃棄物回収システムの方法を考え、その後 2 年間で実施する必要がある。 

∙ 都市開発担当やグラムパンチャヤットは、廃棄物管理に関連する規則の規定を施行する権限を有する。 

本ルールは 2018 年に修正されており、複層プラスチック（Multilayered Plastic）について、「リサイクル

不可、エネルギー回収不可、代替使用なし」なものは段階的に廃止する、としている。 

 

◆モディ首相は 2018 年の演説で、2022 年までに使い捨てプラスチックの利用を禁止と表明 

モディ首相は 2018 年の演説で、2022 年までに使い捨てプラスチックの使用を廃止すると表明している22。 

 

◆18 州においてプラスチックバッグの使用を禁止 

2019 年時点で、18 の州・連邦直轄領において、プラスチックの製造、在庫、販売、またはプラスチック製バ

ッグの使用について、なんらかの禁止措置を講じている。 

なお、インドには 28 の州と 9 の連邦直轄領がある。 

 

●禁止措置を講じている 18 の州・連邦直轄領 

∙ アーンドラプラデーシュ 

∙ アルナチャルプラデーシュ 

∙ アッサム 

∙ チャンディーガル 

∙ チャッティースガル 

∙ デリー 

∙ ゴア 

∙ グジャラート 

∙ ヒマーチャルプラデーシュ 

∙ ジャンムー＆カシミール 

∙ カルナータカ 

∙ マハラシュトラ 

∙ オディシャ 

∙ シッキム 

∙ タミルナードゥ 

∙ ウッタルプラデーシュ 

∙ ウッタラーカンド 

∙ 西ベンガル 

Source：Ministry of Housing & Urban Affairs Government of India
23

 

 

●プラスチック関連政策の変遷 

 2010 2015 2020 

Prime Minister 

 

   

 

 

現状     

 

 

  

 
22 Press Information Bureau Government of India URL: 

https://pib.gov.in/PressReleaseIframePage.aspx?PRID=1548376 
23 2019, Ministry of Housing & Urban Affairs Government of India, “Plastic Waste Management” URL: 
http://164.100.228.143:8080/sbm/content/writereaddata/SBM%20Plastic%20Waste%20Book.pdf 

2018 年 

2022 年までに 
使い捨てプラ禁止 

2019 年 
18 の州・連
邦直轄領で

禁止措置 

サンプル 

サンプル 

サンプル 

サンプル 

サンプル 

https://pib.gov.in/PressReleaseIframePage.aspx?PRID=1548376
http://164.100.228.143:8080/sbm/content/writereaddata/SBM%20Plastic%20Waste%20Book.pdf
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４．その他 

 

◆インフラ開発、電力開発・送電、再生可能エネルギー、科学研究開発等の分野で優遇措置 

インドでは、外資向けに設定された特別な優遇策はない。 

インフラ開発、電力開発・送電、再生可能エネルギー、科学研究開発など、特定の分野に対する投資に、

優遇措置が設定されている。 

 

◆再生可能エネルギーは太陽光発電が過去 5 年間で 11 倍 

再生可能エネルギーの合計容量は 81 GW 以上で、国の総エネルギー容量の約 22％を占めている。内訳

は、風力が約 36GW（46％）で最も高く、次に太陽光が 30 GW（36％）、バイオマスが 9GW

（12％）、小規模水力発電が 5GW（6％）となっている。 

 インドの風力エネルギー容量は、過去4年間で1.7倍に増加した。太陽光発電容量は、過去5年間で2.6 

GW から 28.18 GW に 11 倍以上増加した（2019 年 3 月時点）。 

2020 年までに 60 のソーラーシティが承認され、40 GW に相当する 50 のソーラーパークの設置に 13 億ド

ルが割り当てられている。 

再生可能エネルギーの新しい領域としては、風力–ソーラーハイブリッド、オフショア風力エネルギー、水上太

陽光発電プロジェクトが挙げられている。 

近年の簡略な投資事例が、National Investment Promotion & Facilitation Agency において提

示されている24。 

 

 

 
24 National Investment Promotion & Facilitation Agency URL：
https://www.investindia.gov.in/sector/renewable-energy 

サンプル 

サンプル 

サンプル 

https://www.investindia.gov.in/sector/renewable-energy

